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世界の地震分布

日本

丸印：M5以上の地震の震源分布

・地震は世界のどの地域でも発生するわけではない
・わが国は環太平洋地震帯に位置し、地震活動が活発
・世界のマグニチュード６以上の地震の２割は日本周辺で発生

出典：「防災白書」（内閣府、H21）
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H12.10.6 鳥取県西部地震
最大震度：6強、全壊棟数：435

H20.6.14 岩手・宮城内陸地震
最大震度： 6強、死者・行方不明者：23、

全壊棟数：30

H15.7.26 宮城県北部の地震
最大震度： 6強、全壊棟数： 1,276

H19.7.16 新潟県中越沖地震
最大震度：6強、死者：15、全壊棟数：1,331

H19.3.25 能登半島地震
最大震度：6強、死者：1、全壊棟数：686

阪神・淡路大震災以降の震度６強以上の地震

H16.10.23 新潟県中越地震
最大震度：7、死者：68、全壊棟数： 3,175

H7.1.17 兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）
最大震度：7、死者・行方不明者：6,437、全壊棟数：104,906

震度６弱以上を観測した地震は３０回発生 2
（丸数字は震度６強以上
の地震の発生年（平成））
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予知の可能性のある地震

西日本全域に及ぶ超広域震災

30年以内の地震発生確率：
９９％（宮城県沖地震）

東南海・南海地震

20mを超える大きな津波

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

中部圏・近畿圏直下の地震

30年以内の地震発生確率：
７０％程度（南関東で発生する

M7程度の地震）
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今後発生が予測されている大規模地震

首都直下地震

地震発生確率は地震調査研究推進本部による
（2010年1月12日現在）

我が国の中枢機能の被災が懸念

老朽木造市街地や文化財の被災が懸念

30年以内の地震発生確率：
６０～７０％（東南海地震）
６０％程度（南海地震）

30年以内の地震発生確率：８７％

海溝型地震

直下型地震 3



阪神・淡路大震災（1995年）の概要

1995年1月17日5時46分地震発生

地震の規模 マグニチュード 7.3

死者・行方不明者 6,437人

負傷者 43,792人

全壊棟数 104,906棟

(2006年5月確定報告)

出典：いずれも神戸市HP 4



阪神・淡路大震災の教訓の再整理
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（１）住宅の耐震化推進
［平成15年の推計値］ ［平成32年の目標値］

耐震化
の推進

（２）公共建築物等の耐震化推進

75% 95%
耐震性あり

学校：避難場所等 病院：負傷者治療

→防災拠点機能確保の観点から強力に耐震化を推進

建築物の耐震化 ～いのち～

83.3%83.3%

12.8%

3.9%

建物倒壊等によるもの

焼死等によるもの

その他 建物倒壊に
よる圧死等

犠牲者のうち８３％が建物倒壊
等による。（阪神・淡路大震災にお
ける神戸市内）

出典：｢神戸市内における検死統計」(兵庫県監察医、H7）

「新成長戦略（基本方針）」（平成21 年12 月30 日閣議決定）より

耐震性なし
約５％

耐震性なし
約２５％

耐震性あり
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住宅の確保と再建 ～暮らす～

○生活拠点となる住まいの確保
・プライバシーのない避難所から仮設住宅へ
・仮住まいの仮設住宅から恒久住宅の確保へ

被災者生活再建支援法

自然災害により住宅が全壊する
など、生活基盤に著しい被害を
受けた世帯に対して、被災者生
活再建支援金を支給し、自立し
た生活の開始を支援

○住宅の再建過程において、孤独死、二重ローン、
コミュニティの崩壊、などの問題が生じた

○被災者の住宅再建の意欲を引き出すことが大切

全壊世帯または敷地などへの被
害により住宅解体に至った世帯

100万円

大規模半壊世帯 50万円

住宅を建設・購入する世帯 200万円
住宅を補修する世帯 100万円
住宅を貸借する世帯 50万円

（２）

対象世帯
と支給額

改正被災者生活再建支援法の骨子

住宅再建の態様に応じて定額を支給（渡し切り
方式）。（１）と（２）の合計額を支給。

（１）

＋(プラス)
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(年）
県内中小製造業 ケミカルシューズ 粘土瓦

仕事の確保と地域経済の復興 ～暮らす～

経済の負の連鎖

企業被災

経済被害

倒産廃業

失業雇用

暮らしの破壊

①仮設店舗の建設 ②コミュニティビジネス
③まちの賑わいづくり ④被災地雇用の確保

地域経済の復興策

兵庫県内中小製造業、被災地地場産業（ケミカルシューズ、粘土瓦）の
生産金額の推移（平成6年を100とする）

※1 県内中小製造業は、従業員数4人以上300人未満の企業の製造品出荷額
※2 県内、被災地の総生産（GDP）の推移は「(4)64被災地での資金循環」を参照

兵庫県統計課「兵庫の工業」、兵庫県工業振興課「兵庫県の地場産業」による

←震災復興・地域活性化のシンボル「鉄人28号」モニュメント
（神戸市長田区、平成21年10月完成） 出典：神戸・ながた まちの情報館HP

100

91.2

75.8

36.6

地場産業は中小企業全体の
水準まで回復できていない
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災害につよいコミュニティづくり ～創る～

「大規模地震災害による人的被害の予測」
（河田恵昭、H9）による

阪神・淡路大震災における
要救助者の救出方法

出典：浜松市HP

阪神・淡路大震災時に救助活動をする消防団

主な自主防災活動

出典：兵庫県
消防協会HP
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緊急参集チーム協議〔１時０２分〕

総理大臣指示〔０時３５分〕

防災担当大臣記者会見〔２時００分〕

政府調査団が市ケ谷を出発〔３時４３分〕
（団長：防災担当大臣）

関係省庁連絡会議
国土庁長官記者会見〔１１時００分〕

政府調査団が入間を出発〔１４時３０分〕
（団長：国土庁長官）

閣議で非常災害対策本部の
設置を決定〔１０時０４分〕

第１回非常災害対策本部会議〔１１時３０分〕

岩手県沿岸北部を震源とする地震

平成20年7月24日0時26分発生

阪神・淡路大震災

平成7年1月17日5時46分発生
経過
時間

１時間

３時間

６時間

９時間

初動対応の比較 ～支える～
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公民協働の新しい社会システムの構築 ～支える～

新しい公共の創出

行政

団体
（地域団体、
ボランティア団体、
NPO・NGO 等）

主として行政に任せてき
た領域に積極的に関わる
「新しい公共」の担い手

事業者

人、モノ、施設、資金
等の資源を活用した
「新しい公共」の担い
手

国民

パートナーシップの確立

都道府県 市町村国
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南関東で発生した地震（Ｍ６以上、1600年以降）

関
東
地
震
（
一
九
二
三
）

２２０年

凡例

●j：マグニチュード８クラス

● ：マグニチュード７クラス

● ：マグニチュード６クラス
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地
震

安
政
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五

）
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京
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（
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九
四
）

丹
沢
地
震
（
一
九
二
四
）

活動期 静穏期 活動期 静穏期 活動期？

◆首都地域では、２～３百年間隔で関東地震クラス(M8)の地震

７．０

２００～３００年

今後100年以内に発生する可能性はほとんどない

◆この間に、M７クラスの直下地震が数回発生
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2050年

Ｍ７クラス
の地震が
発生する
可能性
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M8.2

M7.9

首都直下地震の切迫性
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（都心部拡大図）

揺れ 18%

火災焼失
77%

構成比

15万棟

65万棟

建物倒壊
28%

急傾斜地
崩壊 8%

火災
55%

3,100人

900人

6,200人

構成比

ブロック塀等
の倒壊等
7%
800人

交通被害 2%
200人

①建物全壊棟数・火災焼失棟数 ②死者数

建物被害、人的被害（東京湾北部地震M7.3）（冬夕方６時 風速１５ｍ/ｓ）

3.3万棟
液状化 4%

1.2万棟

急傾斜地崩壊
1%

経済被害（東京湾北部地震M7.3）（冬夕方６時 風速１５ｍ/ｓ）

約８５万棟 約１１，０００人

想定震源域と震度分布

・生産額の低下 ３９．０兆円

・交通寸断による
機会損失・時間損失 ６．２兆円

・建物被害 ５５．２兆円
・その他資産、
インフラ被害 １１．４兆円

直接被害 ６６．６兆円 間接被害 ４５．２兆円

被害額 約１１２兆円

首都直下地震対策の概要（被害想定）
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